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山形大学と地域社会
一『山形大学五+年誌』の記述より「公開構座」を手掛かりにー
橋爪孝夫
(山形大学教育開発連携支援センター)
はじめに
大学の役割として研究・教育に加えて地域との関
わりが重視される時代となった。現在と未来におけ
る山形大学と地域との関係を考えるに際し、歴史的
視点からその関係性を整理して理解しておくことは
重要である。
大学史研究の中で大学と地域についての研究が重
視されてこなかったことが吉川(1ωゃ寺崎(12)によ
って指摘されているが(註1)、山形大学において
も大学と地域の関係に特に着目した歴史的研究は存
しない。しかし創立50年の年に年史が編纂されて
おり、この中に山形大学と地域の関係についての歴
史的記述を見ることができる。
『山形大学5併時制 (1999)は大学と地域の関わり
が現在ほどには重視されていなかった時代の刊行で
あり、目次に章を立てて地域について言及されては
いない。しかし「第5節大学改革の嵐」中で「そ
の他の改革」扱いの一項を設け r(2)山形大学と地
樹土会」として「最近の山形大学と地域社会との関
わりを瞥見してみる」との記述がある。(P.11ω
ここで主として取り上げられているのが「公開講
座jであることは注目される。山形大学の公開講座
には1951(昭和26)年以来の歴史があることから、
1994 (平成6)年開始の「リカレント教育」や「山
形県・山形市との懇談会」とは別格の扱いとなり、
以下のように大学と地域の関係の中での公開講座の
意義が述べられている。
公開講座:本学における公開講座への取り組みは
早〈、1951(昭和郡)年9月『山形大学公開講座規則』
を制定し、今固まで多くの講座が開設されてきてい
る。当初の公開講座は、教員を対象とした開股され
るものがほとんどで、認定講習としての性格が強か
った。1989(昭和57)年規則を改正し、地域社会の人
の教養と文化の質を向上させることを目的とし、本
学の教育を広〈一般に開放することとして現在に到
っている。
しかし『山形大学50年制本文中の記述内容を見
るとr19B9(平成元)年より199B(平成10)年の開設状
況は次の如くなる』として公開講座規則改正後の期
間について『合計図余講座閑語され、延べ3側人の
受講者があった』左近年の状況に触れるに留め、講
座の内容に付いては開設年度不明の10講座を紹介
しているに過ぎない。
『山形大学50年制が大学と地域の関わりについ
て第一に取り上げた取り組みが「公開講座jであっ
たことから、創立以来50年間の山形大学と地域社
会との関係において「公開講座lが重要な位置を占
めていたことが茸踊草される。山形大学と地域の関係
を1951(昭和26)年から構築して来た「公開講座J
の歴蛸句実態を把握し、これを手掛かりに山形大学
と地域社会についての考察を行うことが本稿の目的
となる。
1資料に見る『公開踊庫」の鳳届
公開講座の歴蛸句実態を把握するための資料とし
ては、まず『山形大学年報』や『山形大学一覧』等
の大学が発行している公式の記録がある。また先述
の『山形大学五十年誌』内の各学部についての技術
の中で個別に公開講座について触れている個所もあ
ることから「公開講座Jの実施状況を掴むためには
これらの情報を綜合する必要がある。なお今回の考
察では『山形大学50年制の発行された1鈎9(平成
11)年までの範囲に限定して資料の収集を行った。
今回基本資料となった『山形大学年制の第一号
は山形大学創立(1949(昭和24)年)から2年後の1951
(昭和26)年に発行されている。 rまえがき」にお
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山形大学公開講座 (1鈍0・1鈎7)
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いて山形大学史刊行の前駆となることが期待されて
いることもあってか、全学の状況が網羅的にま録さ
れており、公開講座についても草漕i湖の姿が記録さ
れている。目次を見ると「公開講座Jについては「第
3章補導・厚生Jの中に収録されており、創立当
時の公開講座が厚生補導の一環左して展開していた
ことがわかる。
目次の中で「公開講座jが置かれる位置はその時
代時代のま録の編纂者たちが公開講座をどのように
位置付けていたかを知る手がかりとなる。
1965 (昭和40)年発行の年報第4号からは「第4
章教務 2.現職教育jの中に「公開講座lにつ
いての記録が移されており、この時代からは公開講
座が教務にかかる「現職教育Jの枠組みの中に位置
づけられていたことがわかる。 1965年以降『山形大
学年制における公開講座の扱い凶継続して「教務J
預かりとなっている。
1鈎4(平鵬)年からは年報に代わり『山形大学
一覧』が公のま録を担うが、この目次を見ると r1 
O.公開講座開設状況Jとして公開講座が直接目次
の中に一項目を占めている。大学の機能の中で「公
開講座lの位置が確立した証左と考えられる。
しかし1999(平成11)年発行の『山形大戦0年制
では f一覧』とは違い目次立ての中に独立して「公
開講座Jは置カれておらず、かといって『年制時
代の後期のように「教務Jの中に公開講座について
の記述があるわけでもない。先に見たように大学全
体の記述の中では「大学改革/その他の改革Jの中
に置かれており、山形大学50年の歴史を取りまと
める編集者たちにとっては公開講座は大学全体の
「その他J扱いであったことが理解される。
50年誌では各学部ごとの記述の中に「公開講座J
が取り上げられている個所もあるが、取り上げ方に
は温度差がある。目次中に「公開講座lを位置付け
ているのは農学部のみで、次いで「学内外との交流l
という項目で公開講座を取り扱っているのが理学
部・工学部であり、教養部は「その他の教育Jの中
で記述している。これ以外の学部では公開講座に関
する言噛が存在しな川
以上、資料より山形大学における公開講座の軌跡
を辿った。 W50年誌』の刊行時点では公開講座は大
学全体にとっては「その他J扱いであったが、一部
の学部においては「学内外との交流」の中に位置づ
けられるだけの地位を占めていたことが理解され
る。
なお今回「山形大学公開講座 (1950・1997)Jを作
成するにあたり基とした年報、一覧等は文末の引用
文献に記した。
2.山形大事公開薗塵m概裏
(1 )開講年度
創立 (1949)から『山形大戦畔制刊行(1鈎9)
までの50年間に毎年公開講座が開かれていたわけ
ではない。記録で確認できるのは1950年から19例
年までの47年間であり、この47年のうちには講座
の開講が確認できない年も存在する。 1鉛3，64年、
1971，72年、 1974，75年の6年間は記録が見られな
いため、この6年間を除くと合計では.41年間公開講
座が開講されていたことになる。
(2)開講講座数
創立 (1949)から『山形大学50年総』刊行(1999)
までの聞に開講された公開講座の数は50年間で174
講座となる。年間でー講座だけ開講の年などもある
が、平均すると毎年3・4講座が開講されていたこと
になる。
開講数が最も多かったのは1951(昭和26)年の年
間13講座であるが、年間10講座以上の開講はほか
に無く、この年は突出している。これは記録の集計
方法にも関係があると見られる。 W50年誌』の記述
にもあったように山形大学創立直後の「公開講座l
は教員を対象とした認定講習の要素が強かったo
「山形大学公開講座(1950・1997)の初期を見ると講
座名として「人文地理学講座Jr図制官学講座jのよ
うな認定講習と恩われる名称が並んでいる。件の昭
和26年度は全ての公開講座治主類似の名称である。
これが27年度の秋から翌27年度に向かって「教
職Jr音楽Jのような更に単純化された講座名となっ
ており、教科名・教科内容との関連性が強く想起さ
れるものとなっている。またこの時、講座名ごとに
開講回数が証録されており(表では「農業 (5)Jの
ように言己主的、昭和26年度には個別に記録されてい
た公開講座が27年度にはある一つの内容を持った
講座古瀬数回開講されたものとして融祉はまとめ
られてしまっている。
また講座名ごとに開講回数を記録することも
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1961 (昭和36年)で停止しており、それ以後に関し
てはある名称の講座が何回開講されたかを正確に知
ることが困難となっている。
(3)受講者数
50年間での延べでの参加者数は19，954人となっ
ており、年間約400人が受講していたことになる。
しかし人数には大きく浮き沈みがあり、最大では開
講講座数と同じく 1951(昭和26)年度の年間2，985人
が受講した記録がある。最小では講座が開講されな
かった年のO人を除けば、年間1講座のみ開講され
た中でも1967(昭和ω年度の年間19人が最も少な
い参加者数となっている。
50年間を通して「公開講座lを概観した時、開講
年、開講講座数、受講者数といずれも安定していた
とは言い難川度々大きな変化に見舞われていた様
子が見て取れる。
3.鵬麿の位置づ吋
『山形大学年報第一則では公開講座の項において
以下のような鮪見を行っている。
昭和26年9年7日山形太学公開講座を制定し、現
職教育!まかりでなく、広〈文学教育の門戸を県民に
開放し、地方産業および文化の向ょに賞することに
なった。
教育職員免許法に寄る単位を授与した講座は次
のとおりである。
この文言からは、創立当初において山形大学の公
開講座は現職教育を強く志向していたこと。そして
そのような現臓教育傾倒の強かった公開講座を『広
く大学教育の門戸を県民に開放し、地方産業および文
化の向上に資するJという大学による地域貢献の含
みを持たせて改革したということが理解される。
これは掛け声だけでなく、制度的にも昭和26年
度の秋からは「現職教育Jという単位化を前提とし
た教員を対象とした認定講習が}jIJ途開始されており
「公開講座jは開始早々、教員対象の講習とは別の
性格を持ったものとして地域との関係性の下、位置
づけ直されたと考えられる。創立から2年目の段階
で地域と大学の関係を念願に置いた「公開講座jの
運営が企図されていたことは、山形大学「公開講座l
の歴史を考える上で重要である。
4.薗塵内容の嚢遍
(1)教員向け現職教育
前述のような志にもかかわらず『年報』の記録に
残されたのは「教員職員免許法に寄る単位を授与し
た講座」だけであった点には過渡期の事情が伺え
る。
1951 (昭和26)年の山形大学公開講座制定にも関
わらず1962(昭和37)年度までの10年以上の問、公
開講座の実施記録に残されているのは教育職員免許
法に寄り単位を授与する講座のみであり、実態は現
職教育のための講座であったと言える。年報におけ
る記述を見ても「昭和29年2月に公開講座実施要項
の一部を放置して、肉容の充実をはかったJ(r山形文
学年報第二次~)などの表現はあるものの、講座名
等の記録からはこの「内容の充実Jは窺い知れな1'0
1965 (昭和40)年発行の『山形大学年報(付山形
大学工業短期大学部) 第4号』においては公開講
座についての解説文は簡潔に「教育職員免許法に基
づいて昭和34年度から昭和38年度までに実施した公
開講座は、次のとおりである。』となっており、教育
職員免許法に基づいた現職教育としての公開講座が
既定路線として根付いたかに見える。
山形大学創立以来、との昭和38年度までの14年
間に公開講座に学んだ人数は述べで12，618人に及
んでいる。これは創立以来50年間の全受講者数の
半数以上にあたる。公開講座は山形県の教員向け講
座として大きな役割を果たして来たと考えられるが、
広く大学と地域の関係を支える公開講座として考え
る際には、その対象は限崩句であったと言える。
(2)開校晶座の6年
1965(昭和40)年度、創立以来継続されて来た山
形大学「公開講座lはその名称を「開放講座lへと
変更した。これは単なる名辞以上の大きな改革であ
り、置かれた講座もこれまでのような教員向けの内
容を想起させる名称(酪丘の例:1962年度「農業科
教育法J)ではなく「庄内地方における現在農業の問
題Jという、地域の農業関係者を想定したような名
称となっていた。
山形大学「開放講座lが開講されたのはこの1965
年から1970年までの6年間だけであり、開講講座数
も毎年一講座の計6講座だけであったが「米作技術
の諸問題Ji.術開安術の基礎Ji農業問題講座lとい
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った、これまでの教員向け講座とは大きく異なった
内容となっており、総てが農業分野の講座であると
いう意味で限定性はあったものの、農学部の所在す
る庄内地域に根差した講座が開講されていた。
1951C昭和26)年以来の掛け声であった「地方産業お
よび文化の向上に資する」内容の公開講座がlO年以
上の期間を経て漸く実現したこととなる。
開放講座の6年が経過した後に刊行された『山形
大学年報(付山形大学工業短期大学部) 第5号』
(1971)では開放講座の解説文を以下のように記述
している。
文学および高等学校の教育機能を社会教育面に
活用し、一般成人に対し科学技術の発達、生活構造
の変化等、最近における社会の急速な進展に応じ
て必要な生活上、職業上の専門的な知識、および
一般教養を身につけさせるζとを目的として、聞和
40年度以降実施されているが、45年度までの実施
状況は次のとおりである。
明らかに「教育職員免許法に基づいて実施した公
開講座Jとは異なる位置づけであり、 また開始当初
の公開講座の車想に立ち返ったものと言うことも出
来るが、更にそれを超えて「大学および高等学校の
教育機能を社会教育面に活用」という積極的な表現
があることは重要である。
1951C昭和26)年時点での公開講座の意識は「大学
教育の門戸を県民に開放」という面に強く向けられ
ており、聴講生の受け入れのような形で、大学教育
の形式内容を保ったまま対象を「県民j という地域
に拡大することが現想とされていたと考えられる。
これに対し1971(昭和46)年の「開放講座J解説
文では「大学及び高等学校の教育機能を社会教育面
に活用」する、という点に主眼が置かれている。大
学における研究機能の成果を講義の形で受講者に伝
達する試みだけでなく、教育機能の活用が具体的に
「一世場犠を身につけさせる」と明記されている。
このような、大学において専門的研究左並んで取
り組まれて来た教育という営為の成果を活用して地
域と関わっていく、という発想は現在の大学におけ
る地域車携の中でも重要であろう。以後、山形大学
の公開講座は開放講座の発想を基に転換していく。
(3)教養教育の時代
「開放講座l以降の公開講座で開講された各講座
の名称、を見ると、大学の持つ教育力を地域のために
活用するという原則は通貫しているように見える。
しかし W55年制においては I1982(昭和57)年規則
を改正」したことが1999年時点での山形大学公開講
座の位置づけを確立したと述べられていた。では
「開放講座Jの現想から1982年の規則改正によりど
のような変化が生じたのだろう7J¥，
1975(昭和5ω年発行の『山形大学年報(付山形大
学工業短期大学部〉 第6号』では公開講座の解説
文に「末学の専門的・総合的な教育機能を社会教育面
に活用し、社会人に対し社会の急速な進展に応じて必
要な生活上、職業上の専門的な知識・技術及び一般
教養を身につけさせることを目的として実施されてい
る。」と記されている。また1980(昭和55)年発行の
『山形大学年報(付山形大学工業短期大学部) 第
8号』では『大学の専門的・総合的な教育機能を社会教
育面に活用し、社会人に対し社会の急勧進展に応じ
て必要な生活上、職業上の専門的な知識・技術及び
一般教養を身につけさせる己とを目的として実施され
ている。昭和49年度から昭和53年度までの実施状況
は次のとおりである。」として多少の相違はあれど
「開放講座jの車念が踏襲されているかに見える。
これに対しW55年誌』が契機とした1982年を挟ん
で発行された『山形大学年報(付山形大学工業短期
大学部) 第10号.~ (1985 (昭和60))においては公
開講座の解説文に確かに大きな違いが認められる。
本学の研究成果を広く社会に開放し、社会人の教養
を高め、文化の向上に資することを目的として実施
されている。昭和54年度から昭和58年度までの実
施状況は次のとおりである。
ここでは「最近における社会の急速な進展に応じ
て必要な生活上、職業上の専門的な知識JI社会の急
速な進展に応じて必要な生活上、職業上の専門的な
知識・技術」といった「開放講座j当時からlO年間
顔を出していた、科学の急速な進展に応じて社会人
の専門性を高めるため、という公開講座の設置目的
が一旦手放されており、大学の専門的研究はその成
果を直接に伝達するという形ではなく、社会人の教
養を高め、文化の向上に資するという目的のために
活用されることとなっている。
大学の持つ教育機能の、中でも教養教育の機能を
活用して行われるのが公開講座であるという定義付
けは、ここまでの山形大学における公開講座の歴史
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を眺めてもまた一つの画期であったと言える。
こうして W55年誌』において山形大学と地域社会
の関係を考える際には筆頭に挙げられる内容を持っ
た「公開講座lの原型が成立し丸世に種々ある公
開講座の中でも、 1999年当時の山形大学の公開講
座は大学の持つ研究・教育機能のうち特に教養教育
の機能を活用し、しかし単に地域社会における教養
を高めるのみならず、その先に地域社会の文化の向
上に資する、という高い目的を持って展開されてい
たことは重要である。
5.考膚
ここまで山形大学と地域社会の関係を『山形大学
50年制の記述を手掛かりに「公開講座jの側面か
ら見て来た。大学と地域の関係について山形大学公
開講座の歴史からは以下のようなことが考察され
る。
(1 )地域藍携活動の一貫性
見て来たとおり山形大学「公開講座Jと言っても、
その内容は歴史の中で大きく変化している。 当初志
を立てた「公開講座jの実現には10年の年月がかか
っており、またその聞に開講された教員向けの意味
合いが強い諸講座に関しては少なからぬ人数が受講
しているにもかかわらず『山形大学50年誌』の記述
では「認定講習としての性格が強かったJr当初の公
開講座Jとして位上に載せることを避けているほど
に性格の違うものとなっている。大学と地域の関わ
り方という視点から見れば、数年ごとに大きく様変
わりしてしまう制度のデメリットは大きい。しかし
公開講座がその性格を転じた後も、山形大学では教
員向け講習には別途現職教育の講座を設けるなどし
て継続性の確保に努めていた。一度地域の中で果た
し始めた役割は放棄しない、ということは大学と地
域の関わりを考える上で重要である。
なお公開講座の一貫性という意味では1965.70年
の「開放講座J断tを区切りとして前後の差異は明
らかであるが、いずれの時代も大学の持つ「研究」
「教育」という機能の成果を公開して行くという根
幹の発想は共通している。 r公開講座Jという構想
の中で、大学の持つ教育リソース等の諸条件に鑑み、
最初期は教員集団に向け、 「開放講座J時代は農業
関係者に向けた講座が開講されたが地域社会の文化
の向上という大きな目的に即して、徐々に地域一般
の人々を対象とした講座が整えられてきたという山
形大学公開講座発展の歴史と捉えることが出来る。
(2)地域社会を教育対象として捉え直す
前述の公開講座としての一貫性とも関わるが、地
域社会の文化の向上を目的とするにしても、肝心の
地域社会の側に立つ受講者の反応についての記述が
殆ど見られなlt¥このため、数年ごとに生じる大掛
かりな変化が地域のニーズに応じた面もあったのか、
国立大学という立場から教育行政の変化に応じて一
一言わば地域住民不在のまま「公開講座lが様変わ
りしていたのかは不明瞭となっているo
『山形大学55年制には公開講座に関して『近年
開講数は増加しているものの、募集人員を確保する
のが困難になっているのも事実であるJ(P.111)とい
う記述がある。もとより募集人員が確保出来ていれ
ばそれが文化の向上に資する講座であるという証明
になるわけではないが、受講者数は一つのバロメー
ターではある。地域社会の文化の向上という大きな
目的を立てたからには、公開講座の内容が旭樹士会
に受け入れられ、文化の向上につながるものである
かどうかを検証することは重要である。
一方的な知識の受け渡しではなく、学習意欲を見
極め、教育活動を行い、成果を検証し改善して行く
という教育機能を活用することが地域の中で大学が
果たすべき重要な役割の一つである。
(3)大学の研究教育機能を活かした地域貢献
1999 (平成11)年の時点で山形大学公開講座が志
向していた大学の持つ「教養教育」の機能を地域の
文化向上に生かすとしづ発想の意義には大きなもの
があるが、一つ考慮しておくべき事項もある。
山形大学創立直後の段階から公開講座の志向して
いた「広く大学教育の門戸を県民に開放し」という
発想が「開放講座lの時代に具体化され「太学および
高等学校の教育機能を社会教育面に活用」という表
現に改められたことは既に見た。そしてこの教育機
能については「開放講座jが「公開講座lに戻った
時代に更にもう一郎僻しく文章化されている。
『山形大学年報(付山形大学工業短期大学部) 第
6号.~ (1975(昭和5ω)に見られた「大学の専門的 ・
総倒句な教育機能を社会教育面に活用し」がそれで
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あり、ここにおいては大学の専門的教育機能と総合
的教育機能の双方を活用することの重要性が説かれ
ている。 r1982~昭和57)年規則を改正」した後には、
教養教育機能の重視から前者の専門的教育機能を活
かすという部分は見えづらくなっている。
しかし「本学の研究成果を広く社会に開放し、社
会人の教養を高め、文化の向上に資する」という公
開講座の目的を鑑みれば、大学の専門的教育機能も
文化の向上のために積極的に活用されて良し冶大学
で展開される公開講座の内容は、高度な専門的研究
成果が十全に活用された、大学でなければ実施でき
ない真理の探究に根差した教養教育であることが重
要であろう。
おわりに
以上『山形大学50年制における「公開講座lに
ついての記述を手掛かりに山形大学と地域社会の関
係について考察し九
2014 (平脚6)年現在の山形大学の学部規則では
公開講座について以下のように定められている。
(公開講座骨
第62条本学における教育研究活動の成果を広く
祉会に開放し生涯学習の機会を提供するため.公
開講座等を開設することがある。
大学教育の門戸を広く開くという1951(昭和26)
年以来の志は引き継がれて、考察 (1)で述べた公
開講座の一貫性は保たれているかに見える。
また考察 (2)で述べた地域からの視点について
は「生涯学習の機会を提供」という営為を地域がど
う評価するかにかかっていると考えられる。
しかし考察 (3)で述べたような社会の進展への
対応のための専門性を身につける、或いは教養を高
めるといった諸要素が「生涯学習」という言葉に包
括されたことにより、かつて力強く掲げられていた
「文化の向上に資する」という目的は見えづらい。
地域にかかる大判虫自の目的を持って「生涯学習
の機会を提供する」ことが重要となるだろう。
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